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①令和２年と令和３年、②令和３年と令和４年、③平成31年と令和４年
３月の売上高の比較

調査時点 令和4年3月31日時点

調査対象 県内49商工会 会員事業所 488者（1商工会当たり10者程度抽出）

調査方法 商工会が2ヶ月毎に毎回同一会員事業所にヒアリングのうえウェブ回答

調査内容及び方法について

①令和2年と令和3年、②令和3年と令和4年、③平成31年と令和4年の売上高比較

ウクライナ情勢などによる原油高、原材料費高、円安等の経営への影響について

・「影響が出ている」割合が、調査を開始した令和3年11月から、47％→62％→67％
と増加し、3月調査では2/3の事業者が「影響が出ている」と回答して、影響の拡大
が懸念される。

・業種別割合では、調査業種構成比とほぼ同じ割合の事業者が「影響が出ている」と
回答し、全ての業種に影響が及んでいる結果となった。

・前年調査した令和3年3月と令和2年3月との比較では、
50％減が13％、100％以上が29％となり、71％が令和
2年の売上高を下回っていた。 

・第6波による「まん延防止等重点措置」が解除された令
和4年3月は、第3波が落ち着き経済活動が再開してい
た令和3年3月と比較して、50％減は9％と少ないもの
の、100％以上が29％となり、71％が前年を下回った。

・コロナ禍前の3年前平成31年3月との比較では、50％
減が22％、100％以上が20％となり、80％の事業者が
コロナ禍前を下回った。














